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（百万円未満切捨て） 
１．平成 19 年 3 月期の連結業績 (平成 18 年 4 月 1 日～平成 19 年 3 月 31 日) 
(1) 連結経営成績                                         （％表示は対前期増減率） 
 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 

 
19 年 3 月期 
18 年 3 月期 

       百万円     ％ 
      47,206    3.1  
      45,791   6.0  

,百万円    ％ 
      5,355     2.0 
      5,251     0.2 

百万円     ％ 
     5,236     4.5 

,,5,009     8.3 

百万円    ％ 
      2,501    82.3 

,,1,372   109.7 
 

 １株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
1 株当たり当期純利益 

自 己 資 本 
当期純利益率 

総 資 産 
経常利益率 

売 上 高 
営業利益率 

 
19 年 3 月期 
18 年 3 月期 

       円   銭  
     114    64 
      59    85 

        円    銭 
      114    18 
       59    62 

        ％ 
       11.5 
        6.4 

           ％ 
        11.1  
        10.5 

          ％ 
11.3 
11.4 

（参考）持分法投資損益   19 年 3 月期       — 百万円      18 年 3 月期       — 百万円  
 

(2) 連結財政状態 
 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 
19 年 3 月期 
18 年 3 月期 

          百万円 
           46,954 
           47,272 

           百万円 
           21,424 
           22,128 

             ％ 
            45.6 
            46.8 

            円   銭 
980   75 
966   34 

（参考）自己資本      19 年 3 月期  , 21,400 百万円      18 年 3 月期    22,128 百万円 
 
(3) 連結キャッシュ・フローの状況 
 営 業 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 
投 資 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

 
19 年 3 月期 
18 年 3 月期 

            百万円 
          7,543 
          6,289 

            百万円 
△ 2,685         
△ 2,962   

            百万円 
       △ 3,960 
       △ 3,625 

           百万円 
          3,522 
          2,624  

 

２．配当の状況 
  １株当たり配当金 

(基準日) 
第１ 

四半期末 
中間期末 

第３ 
四半期末 

期末 年間 

配当金総額 
（年間） 

配当性向 
（連結） 

純資産 
配当率 
（連結） 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

18 年３月期   －  －   －  －   －  －  25   00  25   00     572     41.8     2.7 
19 年３月期   －  －   －  －   －  －  25   00  25   00     545     21.8     2.6 
20 年３月期 

(予想)   －  －   －  －   －  －  25   00  25   00       19.8   

 

３．平成 20 年 3 月期の連結業績予想 (平成 19 年 4 月 1 日～平成 20 年 3 月 31 日) 
           （％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率） 

 
売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 １株当たり 

当期純利益 
 

中 間 期 
通  期 

百万円  ％ 
24,646   3.7 

    49,296   4.4 

百万円  ％ 
2,837   3.9 

     5,674   5.9 

百万円  ％ 
2,776   5.3 
5,570   6.4 

百万円  ％ 
1,341 △8.1 
2,754  10.1 

円  銭 
61   47 

     126   24 
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４．その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 無 
 
(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本 

,となる重要な事項の変更に記載されるもの） 
 ① 会計基準等の改正に伴う変更 有 
 ② ①以外の変更        無 
 (注) 詳細は、18 ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 
 
(3) 発行済株式数（普通株式） 
 ① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 19 年３月期   23,286,230 株 18 年３月期   23,286,230 株 
 ② 期末自己株式数           19 年３月期    1,465,171 株 18 年３月期      386,971 株 
 (注) １株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、23 ページ「１株当たり情報」 

,をご覧ください。 
 
 

（参考）個別業績の概要 

１．平成 19 年 3 月期の業績 (平成 18 年 4 月 1 日～平成 19 年 3 月 31 日) 
(1) 個別経営成績                             （％表示は対前期増減率） 
 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 

 
19 年 3 月期 
18 年 3 月期 

       百万円     ％ 
      47,121    3.7  
      45,454   6.4  

,百万円    ％ 
      5,389     2.4 
      5,261     0.4 

百万円     ％ 
     5,271     4.8 

,,5,031     8.6 

百万円    ％ 
     2,536    85.7 

,,1,365    93.7 
 
 １株当たり 

当期純利益 
潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
 

19 年 3 月期 
18 年 3 月期 

            円   銭  
        116    25 
         59    57 

            円    銭 
        115    78 
         59    34 

 
(2) 個別財政状態 
 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 
19 年 3 月期 
18 年 3 月期 

          百万円 
           47,000 
           47,289 

           百万円 
           21,472 
           22,146 

             ％ 
            45.6 
            46.8 

            円   銭 
982   96 
967   12 

（参考）自己資本      19 年 3 月期  , 21,400 百万円      18 年 3 月期    22,128 百万円 
 
２．平成 20 年３月期の個別業績予想（平成 19 年 4 月 1 日～平成 20 年 3 月 31 日） 

           （％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率） 
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 １株当たり 
当期純利益 

 
中 間 期 
通  期 

百万円  ％ 
24,601   3.7 

    49,200   4.4 

百万円  ％ 
2,849   3.6 
5,696   5.7 

百万円  ％ 
2,789   4.9 
5,592   6.1 

百万円  ％ 
1,353 △8.5 
2,776   9.5 

円  銭 
62   02 

     127   25 
 
※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
   上記の業績予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業

績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。業績予想の前提、その他の関連する事項

については、添付資料の 4 ページを参照してください。 
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１．経営成績 
 (１) 経営成績に関する分析 

（当期の経営成績） 

当連結会計年度における我が国経済は、原油価格の高騰や米国経済の減速などの懸念材料があったもの

の、民間設備投資は増加基調を保ち、出遅れていた個人消費も雇用・賃金の増加により持ち直しの兆しが

見え、景気は緩やかな回復基調で推移しました。 

外食業界におきましては、個人消費は緩やかな回復基調にあるものの、少子高齢化等による市場規模の

縮小やオーバーストア化等により厳しい経営環境が続いており、合併により規模と業態を拡大する企業や

業態を絞り込むことによって経営の効率化を図る企業など各社とも様々な政策を打ち出し、総じて厳しい

状況で推移しました。 

このような状況のなか、当社グループは、年度ごとにスローガンを掲げ全社を挙げて取り組んでまいり

ました。2006 年は『熱烈アタック』と定め、平成 18 年 3 月時点で既存店売上高 28 ヶ月連続前年同月対比

プラスを達成しておりましたが、更にこの記録を更新しようと攻めの姿勢で臨みました。既存店売上高連

続前年同月対比プラスは 34 ヶ月でストップしたものの、通期では前年対比増収を達成しました。2007 年

のスローガンは『進化』であります。合併や撤退など再編が著しい外食業界において、自社の独自性を保

ちながら顧客ニーズの変化に柔軟に対応し、現状に甘んずることなく、従業員ひとりひとりがレベルアッ

プすることで、より高い品質の料理とサービスを提供することを目標に全社一丸となって取り組んでまい

りました。コアメニューである「餃子」については、常に最高の品質のものをお客様に提供できるよう徹

底した品質管理を行い、「焼飯」、「酢豚」などの主力商品についても調理方法を徹底することにより、お客

様に価値のある商品を提供できるよう全店舗をあげて技術の向上に努めました。さらに、常にお客様のニ

ーズに応えられるよう、各店舗ごとに地域や客層に合わせたメニューを組み立て、オリジナルメニューの

考案・提供も行ってまいりました。一方、接客研修を定期的に実施することでサービスの向上に努め、料

理をおいしく召し上がっていただくための店舗作りに取り組んでまいりました。 

店舗展開の状況につきましては、当連結会計年度の出店計画に基づき、関東、関西地区を中心に直営  

１１店、フランチャイズ（以下ＦＣという）５店の新規出店、ＦＣから直営へ１店を移行し、直営２店、

ＦＣ８店の閉鎖がありました。これにより期末店舗数は、直営３１５店（うちＬＳ[委託ライセンスシステ

ム]６店）、ＦＣ１８０店（うち委託ＦＣ６店）となりました。また、新規出店と並行して、既存店の改装

にも新規出店並みの設備投資を行うなど力を入れ、一店一店地域に密着した繁盛店作りを進めてまいりま

した。 

以上の結果、当連結会計年度の売上高は、前年同期に比べて１４億１４百万円（３．１％）の増収で   

４７２億６百万円となりました。また、既存店売上高も前年同期に比べて０．８％の増収となりました。 

営業利益は、エネルギーコストの高騰や新規出店及び既存店改装に伴う減価償却費の増加等がありまし

たが、主要食材の仕入価格が安価で推移したことやコストダウンへの取り組み等の効果もあり、前年同期

に比べて１億４百万円（２．０％）増加し、５３億５５百万円となりました。 

経常利益は、有利子負債の圧縮や金利の見直しによる支払利息の減少等により、前年同期に比べて２億

２７百万円（４．５％）増加し、５２億３６百万円となりました。 

当期純利益は、税金負担額が大幅に減少したこと等により、前年同期に比べて１１億２９百万円   

（８２．３％）増加し、２５億１百万円となりました。 
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（次期の見通し） 

今後の経済見通しにつきましては、わが国経済は企業収益の好調さが持続しており、設備投資の増加や

雇用環境の改善など堅調な推移をするものと見込まれますが、原油価格の高騰や食用植物のバイオエタノ

ール化等による原料価格の高騰、消費税引き上げの懸念など先行き不透明な要素を含んでおります。 
このような中、当社グループは店舗開発や販売促進活動を強化し、既存店の活性化を図りつつ、直営  

２１店、ＦＣ４店の出店を行い、新店効果による増収をあわせて売上高は４９２億９６百万円（前期比  

４．４％増）、営業利益は５６億７４百万円（前期比５．９％増）、経常利益は５５億７０百万円（前期比

６．４％増）、当期純利益は２７億５４百万円（前期比１０．１％増）を見込んでおります。 
 これらの見通しをはじめ、当社グループの事業の状況等は様々な要因により影響を受け変動する可能性

がありますが、計画の達成に向けて邁進していく所存であります。 
 

 (２) 財政状態に関する分析 

（資産、負債、純資産及びキャッシュ・フローの状況に関する分析） 

総資産は、投資有価証券の評価差額の減少等により、前連結会計年度末に比べ３億１７百万円減少し、

４６９億５４百万円となりました。 

負債は、有利子負債は減少しておりますが、未払法人税等の増加等により、前連結会計年度末に比べ３

億８６百万円増加し、２５５億３０百万円となりました。なお、借入金と社債の残高は１７２億４４百万

円となりました。 

純資産は、利益剰余金は増加しておりますが、自己株式取得に伴う減少等により、前連結会計年度に比

べ７億３百万円減少し、２１４億２４百万円となりました。以上の結果、自己資本比率は、前期末の    

４６．８％から４５．６％に減少しました。 

営業活動の結果得られた資金は前年同期より１２億５３百万円増加し、７５億４３百万円（前期比  

１９．９％増）となりました。これは、法人税等の支払額が純額で還付となったため、前年同期に比べ   

１０億３２百万円のキャッシュ・フロー増加要因となっているのが主要因です。 
主な内訳は、税金等調整前当期純利益４４億５０百万円に減価償却費１８億３２百万円、役員退職慰労

引当金の増加額３億１５百万円及び法人税等の還付額２億１６百万円等を加えた額であります。 
投資活動の結果使用した資金は、２６億８５百万円（前年同期比９．３％減）となりました。主な内訳

は有形固定資産の取得２８億２９百万円、投資有価証券の取得１億２１百万円等による支出及び投資不動

産の売却収入３億１５百万円等によるものです。 
財務活動の結果使用した資金は、３９億６０百万円（前期比９．２％増）となりました。主な内訳は、

自己株式の取得２７億６７百万円、借入金の純返済９億１９百万円、社債の償還１６億５百万円及び配当

金の支払５億７２百万円等による支出及び社債の発行１３億８５百万円、自己株式の処分による収入５億

１７百万円等による収入であります。 
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（キャッシュ・フロー関連指標の推移） 

 第 29 期 
平成15年３月期 

第 30 期 
平成 16 年 3 月期 

第 31 期 
平成 17 年 3 月期 

第 32 期 
平成 18 年 3 月期 

第 33 期 
平成 19 年 3 月期 

自己資本比率（％） 37.5   37.2  42.9  46.8  45.6   
時価ベースの 
自己資本比率（％） 23.7   32.2  66.7  98.8  78.6   

キャッシュ・フロー 
対有利子負債比率（％） 5.1   6.0  4.9  2.9  2.3   

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ

（倍） 8.5   6.3  7.3  16.4  27.3   

・自己資本比率：自己資本／総資産 
   ・時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 
   ・キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 
   ・インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

（注１）いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 
（注２）株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 
（注３）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フロー使用しております。 
（注４）有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債

を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の

支払額を使用しております。 
 

 (３) 利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社グループは、株主への長期的利益還元を重要な課題のひとつと考え、外食業界の競争激化の中で、

“餃子の王将”を主体にした営業力の強化を図り、将来の事業展開に備え内部留保の充実を図りつつ、業

績に応じた配当を行うことを基本方針としております。内部留保資金につきましては、主に今後の新規出

店や改装に係る設備投資等の資金需要に備える所存であります。 
また、平成 18 年 5 月に施行された会社法により、配当に関する回数制限が撤廃されましたが、当社に

おいては、従来通り、年 1 回の配当を行う予定です。なお、当期につきましては、連結・単独ともに過去

最高の売上高及び経常利益を達成しており、株主の皆様にお応えすべく、普通配当を５円増配し、１株当

たり配当金は 25 円とさせていただく予定であります。また、次期については、当期と同様の方針で臨む

所存であります。 
 

(４) 事業等のリスク 

１．食材について 
食材につきましては、狂牛病や鳥インフルエンザ及び残留農薬等に代表されるように、その安全性が疑

われる問題が生じた場合、需給関係に変動が生じることも予想され、以前にも増して安全で良質な食材の

確保が外食業界の重要課題となってきております。 
また、食材の産地に災害が発生した場合、材料価格の上昇や食材の安定的な確保に問題が生じることも

予想されます。当社におきましても食材の安全性及び安定的な確保に向けてこれまで以上に取り組んでま

いります。 
しかしながら、食材の安全性が疑われる問題が生じた場合や、食材価格が大幅に上昇した場合、また、

食材の安定的な確保に支障が生じた場合、当社の業績に影響を与える可能性があります。 
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２．出店戦略について 
当社は年間 20～25 店舗程度の新規出店を行い、関西地域をはじめ関東、東海地区へ出店を加速させて

おります。 
出店にあたりましては、１店舗の収益性を最重要視して賃借料等の出店条件及び周辺の環境等を勘案し

て決定しております。 
しかしながら、希望する出店予定地が確保できない等の要因により計画通りに新規出店が進まない場合、

当社の業績に影響を与える可能性があります。 
 
 
３．食品の衛生管理について 
当社は自社工場でのセントラルキッチンシステムを確立しており、食材等の一括仕入れ及び餃子等の一

次加工をしてその日のうちに各店舗に配送する方式をとっております。 
 工場ならびに店舗においては、厳格な品質管理及び衛生管理を実施しておりますが、工場及び店舗にお

ける食品衛生に関する問題が生じた場合や、社会一般的な衛生問題が発生した場合、当社の業績に影響を

与える可能性があります。 
 
４．自然災害について 
 近畿圏や首都圏など店舗が集中している地域において台風による水害や大型の地震が発生した場合、店

舗の損傷や電気・ガス・水道などの供給不足、交通網の麻痺等による食材の仕入及び店舗への供給が著し

く損なわれるなど、店舗の営業が妨げられる可能性があります。 
以上のような自然災害が発生した場合、当社の業績に影響を与える可能性があります。 
 

５．固定資産の減損会計適用について 
当社が保有する固定資産を使用している店舗の営業損益に悪化が見られ、回復が見込まれない場合、も

しくは土地等の時価が著しく下落した場合において、当該固定資産について減損会計を適用し、当社の業

績に影響を及ぼす可能性があります。 
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２．企業集団の状況 

（事業の内容） 

当社グループが営んでおります主な事業内容と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであ

ります。 

  中華事業 

当社は、中華料理を主体にした直営レストランチェーンの運営及びフランチャイズ加盟店等への中華

食材等の販売を行っております。 

子会社王将餃子（大連）餐飲有限公司は、中華人民共和国における中華レストランの運営を行ってお

ります。 

 

  その他の事業 

当社は、和食専門店等の運営を行っております。 

 

 

上記の事項を事業系統図により示すと、次のとおりであります。 
                                         

                        お     客     様             
 
 

 

                                       料理の提供   

                         
         

料理の提供           料理の提供 

                          
                                       中華食材等 
                                        の  販  売 

フランチャイズ加盟店 

 
 

 
 
 
 
 

王将餃子（大連）餐飲有限公司               当     社 
 

中  華  事  業             その他の事業 

（関係会社の状況） 

 連結子会社 

名称 住所 
資本金 

(百万円) 
主要な事業 
の内容 

議決権の 
所有割合(％)

役員の 
兼任(人) 資金援助 営業上の取引

王将餃子（大連） 
餐飲有限公司 

中国遼寧省 150 中華レストラン 
の運営 

100 兼任 5 － － 

  （注１）特定子会社に該当しません。 
  （注２）有価証券届出書又は有価証券報告書の提出は行っておりません。 
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３．経営方針 

 (1)  会社の経営の基本方針 

当社グループは、餃子を中核に据えた中華料理店のチェーン展開ならびにフランチャイズ加盟店への食

材等の販売を行っており、「より美味しく、より安く、そしてスピーディーに」をモットーに、お客様の

多様なニーズに応えるため、“餃子の王将”を軸として、バラエティー豊かなメニューの提供により食文

化の一翼を担い、環境や安全性に十分配慮しつつ、企業価値の向上に努めることを経営の基本方針として

おり、次の５つにこだわり他社との差別化を図っております。 
 

1. 中華料理に精通した人材の成長支援 
   新規採用時に自立心のある独立志向者を多数採用し、一人一人の個性を尊重し、各人の持てる個

性が最大限発揮されるよう積極的に支援するとともに、各種の教育研修を継続的に実施することに

より調理スキルや接客スキルを向上させ、当社の経営理念である“より美味しく、より安く、そし

てスピーディーに”を実践することの出来る人材の育成に努めております。 
 
2. 裁量権委譲による地域に密着した店づくり 

     店舗のマネジメントを店長に託し、各地域に合わせたオリジナルメニューやセットメニュー、販

促企画の考案など多岐にわたって裁量権を委譲することにより各地域のニーズをとりこみ、地元に

なくてはならない店づくりを目指しております。 
 

3. 多店舗化による地域社会への貢献 
     地元に密着した中華食堂として、全国各地へ様々な形態で出店を続けることを通じて地域社会へ

の貢献に努めてまいります。特に今後、関東・東海地域の出店に力を入れていく方針であります。 
 

4. “より美味しく、より安く、そしてスピーディーに”の追求 
大量一括仕入れ等による仕入価格の削減や、各店舗の徹底したコスト削減に努める一方、料理の

質、メニューの組み合わせ、店舗設計、価格設定等トータルで売価を上回る付加価値を追求するこ

とを通じて“より美味しく、より安く、そしてスピーディーに”の実現に努めております。 
 

5. 手作り調理へのこだわり 
全店舗への食材の日配システムにより、常にお客様に新鮮な食材を使用した手作りの料理を提供

することに拘る一方、お客様に調理過程をお見せするオープンキッチンシステムにもこだわり、作

られる商品への期待感・安心感とお客様を飽きさせない演出にも努めております。 
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(2)  目標とする経営指標 

当社グループは、原価率の適正な水準やコスト管理に注力しており、収益の基本指標である売上高経常

利益率を最重要な経営指標として採用しております。当面の目標としては、１０％を経営の目標としてお

り５年連続で目標数値を上回っております。今後も引き続き目標を達成できるよう注力していく方針であ

ります。 
 

(3)  中長期的な会社の経営戦略 

昨今の厳しい外食業界の淘汰の中、当社グループは一貫して“餃子の王将”の業態に特化し、お客様に

支持されて参りました。 
一方、業態は変えないものの、その中身は時代の変化に対応し進化させて参りました。今後も経営基盤

強化のため、中長期的な経営戦略として“餃子の王将”の店舗展開にはずみをつけ、併行して既存店の改

装等を積極的に行い、業績の拡大と企業体質の強化を図りながら企業価値を高めてまいります。 
 

(4)  会社の対処すべき課題 

外食業界におきましては、個人消費は緩やかな回復基調にあるものの、市場規模は縮小傾向にあり、ま

た顧客ニーズの多様化とめまぐるしい変化は、業態の寿命を短くする要因となっております。さらには、

外食チェーンの店舗数増加や新規参入により競合が激化し、多種多様な業態が存在しながらも、流行り廃

れが激しい外食市場において、差別化を図れた企業だけが持続的な成長を可能にしております。 

このような状況の中、当社グループは、「餃子の王将」という単一業態でありながら、常に変わり続ける

環境や顧客のニーズに適応し、「進化」し続けることで、お客様にとって“なくてはならない存在”で在り

続けることを目指してまいります。さらに、広く一般投資家に情報開示し、より多くの株主の皆様にご支

援いただけるよう、「餃子の王将」に特化した経営を続けてまいります。 

また、これまで以上に経営の合理化・コスト管理に注力する一方、食の安全、衛生面にも万全を期し、

併せて店舗営業力増強のための教育研修体制の強化を図ってまいります。また、自然災害などの緊急事態

が発生した場合に備え、安定的な食材の確保と店舗への供給体制の強化、店舗における防災体制の強化な

どにも取り組む一方、環境問題については食品リサイクル法、健康増進法等への法対応に積極的に取り組

んでまいります。 

さらに、社会の構成員として当然に求められる法令遵守と社会倫理に基づいた行動を役員及び全使用人

が行うことを徹底し、コンプライアンスを適正に実行するために内部統制システムの更なる整備に取り組

む所存であります。 
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４．　連結財務諸表
（1） 連結貸借対照表

( 単位 : 百万円 )
　　　　　　　　期　別 前連結会計年度 当連結会計年度

（平成18年3月31日現在） （平成19年3月31日現在） 増　　減
区　分 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

　　（ 資 産 の 部 ） % %
 Ⅰ  流　 動　 資　 産 4,872 10.3 4,691 10.0 △ 180

　
 １．現 金 及 び 預 金 2,705 　 3,585 　 880
 ２．売 掛 金 87 104 17
 ３．た な 卸 資 産 227 267 39
 ４．繰 延 税 金 資 産 864 351 △ 512
 ５．短 期 貸 付 金 36 53 17
 ６．そ の 他 954 347 △ 606

貸 倒 引 当 金 △ 3 △ 18 △ 14

 Ⅱ  固　 定  資　 産 42,399 89.7 42,262 90.0 △ 137

(1)  有 形 固 定 資 産 34,626 73.3 34,769 74.0 142
 １．建 物 及 び 構 築 物 32,592 33,122

減 価 償 却 累 計 額 19,309 20,224
13,283 12,897 △ 385

 ２．機 械 装 置 及 び 運 搬 具 1,770 1,784
減 価 償 却 累 計 額 1,575 1,571

195 213 17

 ３．工 具 器 具 及 び 備 品 2,592 2,701
減 価 償 却 累 計 額 2,234 2,204

358 497 138

 ４．土 地 20,632 21,057 424
 ５．建 設 仮 勘 定 156 103 △ 53

(2)  無 形 固 定 資 産 98 0.2 75 0.2 △ 22

(3)  投 資 その 他 の 資 産 7,673 16.2 7,417 15.8 △ 256
 １．投 資 有 価 証 券 2,644 1,993 △ 651
 ２．長 期 貸 付 金 274 256 △ 18
 ３．繰 延 税 金 資 産 423 861 438
 ４．差 入 保 証 金 3,874 3,909 34
 ５．そ の 他 747 473 △ 274

貸 倒 引 当 金 △ 291 △ 76 215

資　　　産　　　合　　　計 47,272 100.0 46,954 100.0 △ 317

－ 10 －



㈱王将フードサービス（9936）平成 19 年３月期決算短信 

 
③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務および年金資産の

見込額に基づき計上しております。 
数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（３年）による按分額を翌連結会計年度より損益処理することとしております。 
 

④ 役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金支出に備えるため、内規に基づく当連結会計年度末要支給額を計上してお

ります。 
 

（ホ） 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 
在外子会社の資産・負債は決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平

均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めておりま

す。 
 

（ヘ） 重要なリース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
 

（ト） 重要なヘッジ会計の方法 
       ①  ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。なお、ヘッジ会計の要件を満たす金利スワップについて

は、特例処理を採用しております。 
       ②  ヘッジ手段とヘッジ対象   

ヘッジ手段…金利スワップ取引 
ヘッジ対象…長期借入金の金利に関してキャッシュ・フローが固定されその変動が回避され

るもの。 
      ③  ヘッジ方針 

デリバティブ取引は資金調達コストの低減及び将来発生する可能性のある市場変動リスク

回避の目的でキャッシュ・フローの一部をヘッジ（固定化）するために金利スワップ取引を

行っております。 
デリバティブ取引の実行及び管理は稟議決裁を経て、金利変動リスクをヘッジしております。 

       ④  ヘッジの有効性評価の方法 
ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ手段のキャッシュ・フローの

変動額の累計額とヘッジ対象のキャッシュ・フローの変動額の累計額を比較して両者の変動

額の累計を基礎に有効性の判定をしております。 
 

（チ） 消費税等の会計処理方法 
税抜方式によっております。 
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 4. 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 
    連結子会社の資産及び負債の評価方法については全面時価評価法を採用しております。 
 
 5. 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 
 

(6)  連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 
１．貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等 

当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平

成 17 年 12 月 9 日 企業会計基準第 5 号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準委員会 平成 17 年 12 月 9 日 企業会計基準適用指針第 8 号）を適用し

ております。 
これによる損益に与える影響はありません。 
なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は 21,400 百万円であります。 
連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度における連結財務諸表は、改正後の連結財務諸表

規則により作成しております。 
 
２．ストック・オプション等に関する会計基準等 

    当連結会計年度から「ストック・オプション等に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成 17
年 12 月 27 日 企業会計基準第 8 号）及び「ストック・オプション等に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 最終改正平成 18 年 5 月 31 日 企業会計基準適用指針第 11 号）を適用して

おります。これにより売上総利益は０百万円減少し、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利

益がそれぞれ２３百万円減少しております。 
 
３．役員退職慰労引当金 

    役員退職慰労引当金は、従来、支出時の費用としておりましたが、当連結会計年度から「役員退職

慰労金内規」に基づく期末要支給額を役員退職慰労引当金として計上する方法に変更しました。 
この変更は、当連結会計年度に「役員退職慰労金内規」の整備改定を行ったことに伴い、また、「租

税特別措置法上の準備金及び特別法上の引当金又は準備金並びに役員退職慰労引当金等に関する監査

上の取扱い」（日本公認会計士協会 監査・保証実務委員会報告第 42 号 平成 19 年４月 13 日）が公

表されたことを踏まえ、期間損益の適正化及び財務内容の健全化を図るため、役員退職慰労金を役員

の在任期間に亘って合理的に費用配分するためのものであります。 
この変更により、当連結会計年度発生額２８百万円は販売費及び一般管理費へ、過年度分相当額  

２８７百万円は特別損失に計上しております。この結果、従来と同一の方法を採用した場合と比べ、

営業利益及び経常利益は２８百万円、税金等調整前当期純利益は３１５百万円減少しております。 
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(7)  連結財務諸表に関する注記事項 

１．連結貸借対照表関係 
                                           前連結会計年度末          当連結会計年度末

 
保証債務等                            フランチャイズ加盟店      フランチャイズ加盟店 

                                          (４件)の金融機関から       (３件)の金融機関から 
                                         の借入に対し、保証予        の借入に対し、保証予 
                                         約を行っております。        約を行っております。 
                                             １０４百万円              ７５百万円 
 
土地再評価法の適用 
（前連結会計年度末） 

「土地の再評価に関する法律」(平成 10 年 3 月 31 日公布法律第 34 号) 及び「土地の再評価に関する

法律の一部を改正する法律」(平成 13年 3月 31日公布法律第 19号)に基づき事業用土地の再評価を行い、

当該評価差額に係る税金相当額を「土地再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、「土地再

評価差額金」として資本の部に計上しております。 
  
再評価の方法 

「土地の再評価に関する法律施行令｣(平成 10 年 3 月 31 日公布政令第 119 号)第 2 条第 4 号に定める地

価税法(平成 3 年法律第 69 号)第 16 条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算

定するために、国税庁長官が定めて公表した方法により算出した価額に基づいて、奥行価格補正等合理

的な調整を行って算出しております。 
 
再評価を行った年月日                       平成１４年３月３１日 
再評価を行った土地の期末における時価と 
再評価後の帳簿価額との差額                  △ ６，３３０百万円 

 
（当連結会計年度末） 

「土地の再評価に関する法律」(平成 10 年 3 月 31 日公布法律第 34 号) 及び「土地の再評価に関する

法律の一部を改正する法律」(平成 13年 3月 31日公布法律第 19号)に基づき事業用土地の再評価を行い、

当該評価差額に係る税金相当額を「土地再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、「土地再

評価差額金」として純資産の部に計上しております。 
  
再評価の方法 

 ｢土地の再評価に関する法律施行令｣(平成 10 年 3 月 31 日公布政令第 119 号)第 2 条第 4 号に定める地

価税法(平成 3 年法律第 69 号)第 16 条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算

定するために、国税庁長官が定めて公表した方法により算出した価額に基づいて、奥行価格補正等合理

的な調整を行って算出しております。 
 
再評価を行った年月日                       平成１４年３月３１日 
再評価を行った土地の期末における時価と 
再評価後の帳簿価額との差額                  △ ６，５９９百万円 
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２．連結損益計算書関係 

(イ) 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 
                                            前連結会計年度         当連結会計年度 
            荷造・運搬費                  ８５１百万円               ８８８百万円 
            広告宣伝費                   ６６１百万円               ６６９百万円 
            販売促進費                ２，２５６百万円           ２，３４５百万円 
            貸倒引当金繰入額               ６百万円                 １７百万円 
      役員報酬                    １６１百万円               ２４７百万円 
      株式報酬費用                － 百万円                ２３百万円 
            給与及び賞与             ５，７４０百万円           ５，８０７百万円 
            雑給                     ６，１２８百万円           ６，２４９百万円 
            賞与引当金繰入額               ４１６百万円               ４１５百万円 
            役員退職慰労引当金繰入額          － 百万円                ２８百万円 
            退職給付費用                ８８百万円          １８百万円 

福利厚生費                  １，８９９百万円           ２，０５６百万円 
            公租公課                     ２９４百万円               ２７２百万円 
            減価償却費              １，４８０百万円           １，６５９百万円 
            賃借料                     ２，６９２百万円           ２，８２９百万円 
            水道光熱費                 ２，３０１百万円           ２，４７６百万円 
            修繕費                         ３２７百万円               ３１５百万円 
 

(ロ) 減損損失 
 当社グループは以下の減損損失を計上しております。 

 

地 域 用 途 種 類 
減損損失 

（百万円） 
中部地区 店舗２店舗 建物等 82  
関東地区 店舗１店舗 建物等 43  

合 計 125  
 

資産のグルーピングは、主として店舗単位としております。このうち、営業損益が悪化して

いる店舗について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失 125 百万円（建物 115 百万

円、その他 10 百万円）を計上しました。なお、店舗用資産の回収可能価額は主に使用価値に

より測定しており、割引率は 5％を用いております。 
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３．連結株主資本等変動計算書関係 

当連結会計年度（自 平成 18 年 4 月 1 日 至 平成 19 年 3 月 31 日） 
(イ) 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

      前連結会計年度末 当連結会計年度 当連結会計年度 当連結会計年度末 

      株式数（株） 増加株式数（株） 減少株式数（株） 株式数（株） 

発行済株式           

  普通株式  23,286,230  ― ―  23,286,230 

  合計   23,286,230  ― ―  23,286,230 

自己株式     

  普通株式         386,971  1,424,200 346,000  ,,1,465,171 

  合計   ,,386,971  1,424,200 346,000     1,465,171 
（変動事由の概要）  

自己株式の増加数の主な内訳は次のとおりであります。 
    取締役会決議に基づく取得               1,424,000 株 
    単元未満株式の買取                     ,200 株 
  自己株式の減少数の主な内訳は次のとおりであります。 
    第三者割当に係る自己株式の処分           180,000 株 
    ストック・オプションの権利行使による自己株式の処分 166,000 株 

 
(ロ) 剰余金の配当に関する事項 
① 配当金支払額 

配当金の総額 1 株当たり
決議 株式の種類 

（百万円） 配当額（円）
基準日 効力発生日 

平成 18 年 6 月 29 日 

定時株主総会 
普通株式 572 25 平成 18 年 3 月 31 日 平成 18 年 6 月 29 日

 
② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

(         平成 19 年６月 28 日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次

のとおり提案する予定です。 
配当金の総額 1 株当たり

決議 株式の種類 
（百万円） 配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成 19 年 6 月 28 日 

定時株主総会 
普通株式 545 25 平成 19 年 3 月 31 日 平成 19 年 6 月 29 日

       なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。 
 

(ハ) 当連結会計年度末日における新株予約権の目的となる株式の種類及び数 
       普通株式     198,000 株 
       なお、権利行使期間の初日が到来していないものを除いております。 
 
４．キャッシュ・フロー計算書関係 

    現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係 
                         前連結会計年度末       当連結会計年度末 
                                  (平成 18 年 3 月末日現在)     (平成 19 年 3 月末日現在) 
     現 金 及 び 預 金 勘 定      ２，７０５百万円       ３，５８５百万円 
     預入期間が３ケ月を超える定期預金    △   ８０百万円      △    ６３百万円 
     現金及び現金同等物            ２，６２４百万円      ３，５２２百万円 
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